
中井町公共施設等総合管理計画【概要版】 令和５年３月改定

我が国においては、公共施設等（公共施設及びインフラ施設）の老朽化対策が大きな課題となってお
り、加えて、今後の人口減少や少子高齢化の進行により、公共施設等の利用需要が変化していくことが
見込まれることから、公共施設等の「量」、「質」、「コスト」の状況を把握するとともに、維持管理
の手法、適正な公共サービスのあり方や適正配置を検討する不断の見直しが要請されています。
このような状況を踏まえ、本町では計画策定当初から５年以上が経過している現在、公共施設等の現

況及び将来の見通しについて、国が示す「改訂指針」及び「計画見直しの留意事項」の要請事項に基づ
き、その内容について過年度情報を更新し、見直すことにより、中井町公共施設等総合管理計画を改定
することを目的とします。

※公共施設マネジメントとは
総合的かつ統括的な観点で、本町が保有する公共

施設等の現状と課題を分析し、町民に提供する公共
サービスの水準を適切に維持するため、公共施設等
を適切に維持管理し、有効活用を図る公共施設等の
最適化のための取組みです。

施設総量

年度別建築状況

・本町の建築物系公共施設は、令和４年度４月時点
では、合計30施設（48棟）あり、総延床面積は、
約34,140㎡となっています。
・令和４年４月時点では、大規模改修等の実施時期
の目安とされる築30年以上の施設が総延床面積の
約77％を占めています。
・橋りょうや上水道施設等インフラ施設についても
今後、急速に老朽化の進行が見込まれます。
そのため、公共施設等の老朽化状況が続くことは、

公共施設等による事故の増加、日常的な修繕、改修
等に係る費用の増大、改修や建替え時期の集中等に
よる町財政の負担増につながります。

耐震化の状況

・令和４年４月時点で、耐震改修が未実施又は耐
震診断結果が不適格のため、耐震改修を必要とす
る施設は、建築物系公共施設の延床面積全体の約
2.0％となっています。

有形固定資産減価償却率※の推移

・令和２年度における施設全体の平均値は、
59.2％であり、類似団体の平均値よりも低い値
です。
※有形固定資産の耐用年数に対して資産の取得からどの程
度経過しているかを全体として把握することができる公
会計の財務諸表を用いた指標です。

総人口についての今後の見通し

・本町の人口は、中長期的な人口減少が不可避で
あり、少子高齢化の進行にともなう年少人口及び
生産年齢人口割合の減少傾向は、今後も長期にわ
たり続くことが見込まれます。
そのため、将来的に年少人口の減少に伴う学校

施設等の余剰施設の発生や、老年人口の増加に伴
う高齢者福祉や保健施設等の不足等、既存の公共
施設が町民ニーズに適合しない状況が生じる可能
性が考えられます。

●総人口及び年齢３区分別人口の推移と見通し

●「インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月 国土
交通省）」における位置づけ ●本町の関連計画との位置づけ

●施設類型別の施設数、棟数、延床面積、構成比率

●建築物系公共施設の施設類型別の建築年度別延床面積

財政状況

・歳入・歳出総額ともに、令和2年度は新型コロ
ナウイルス感染症緊急経済対策に係る経費増加が
示されています。
・扶助費は、近年増加傾向が続いています。
そのため、税収の伸び悩みや社会保障費の増加

等の社会経済環境の変化のもと、今後も厳しい財
政状況が続くと考えられ、これまで通りの施設整
備や更新費用の範囲内で、今後も継続して大規模
改修や建替えを進めていくことは困難となること
が予測されます。

※「中井町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン（令和
３年３月改訂）」より引用

全公共施設等の将来更新等費用の見込み

・全公共施設等（建築物系公共施設及びインフ
ラ施設）は、総務省の試算条件による耐用年数
経過時に単純更新した場合は、今後34年間で総
額約329.1億円、年平均で約9.7億円の更新等
費用が見込まれます。（ただし、上水道事業の
設備等費用を考慮した更新等費用の場合は、今
後34年間で総額約376.7億円、年平均で約
11.1億円の更新等費用が見込まれます。）

・全公共施設等について、各個別施設計画等に
基づく長寿命化対策等を反映した場合は、今後
34年間で総額約300.3億円、年平均で約8.8億
円の更新等費用が見込まれます。

●全公共施設等の更新等費用見込み（単純更新の場合）

●歳入決算額の推移グラフ（決算額）

●歳出決算額の推移グラフ（決算額）

●全公共施設等の更新等費用見込み
（長寿命化対策等反映した場合）

長寿命化対策等の計画的な実施により、建築
物系公共施設は、年平均約0.4億円の削減効
果が試算され、インフラ施設は、年平均約
1.9億円の削減効果が試算されます。

【行動計画】 【行動計画】

【国】インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月）

【地方】公共施設等総合管理計画【国】各省庁が策定する行動計画
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＜上位・関連計画＞

第六次中井町総合計画

後期基本計画 （令和３年３月） 等

【関係省庁連絡会議】

インフラ長寿命化基本計画 （平成25年11月）

中井町公共施設等総合管理計画（改訂）

《インフラ長寿命化計画（行動計画）》

◆対象施設

個別施設ごとの長寿命化計画（個別施設計画）

《インフラ長寿命化計画（個別行動計画）》

中井町公共施設長寿命化計画 （令和２年３月）

中井町学校施設長寿命化計画

各インフラの長寿命化計画

建築物系公共施設
（行政系、町民文化系、

社会教育系、スポーツ・レク

リエーション系、産業系、学

校教育系、保健福祉系、

公営住宅、消防系等）

インフラ施設
（町道・農道、橋りょう、

トンネル、上水道、

下水道、公園）

整合

策定要請
整合・連携

策定・

改定要請

整合・連携・中井町舗装維持管理計画 (令和３年３月)

・中井町道路構造物維持管理計画 (令和３年３月)

・中井町橋梁長寿命化修繕計画 (令和３年３月)

・中井町トンネル長寿命化修繕計画 (平成29年５月)

・中井町水道事業アセットマネジメント (令和３年２月)

・中井町公園施設長寿命化計画 (平成31年３月)

【総務省】

・公共施設等総合管理計画の策定要請 （平成26年４月）

・公共施設等総合管理計画の策定にあたっての

指針の改訂について （平成30年２月）

・令和３年度までの公共施設等総合管理計画の見直し

に当たっての留意事項について （令和3年１月）

0

2

4

6

8

10

12

～
S

1
6

S
1
7
～

S
2

1

S
2

2
～

S
2

6

S
2

7
～

S
3

1

S
3

2
～

S
3

6

S
3

7
～

S
4

1

S
4

2
～

S
4

6

S
4

7
～

S
5

1

S
5

2
～

S
5

6

S
5

7
～

S
6

1

S
6

2
～

H
3

H
4
～

H
8

H
9
～

H
1
3

H
1
4
～

H
1
8

H
1
9
～

H
2

3

H
2

4
～

H
2

8

H
2

9
～

R
3

延
床
面
積

行政系施設

町民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・レクリエー

ション系施設

産業系施設

学校教育系施設

子育て支援施設

保健・福祉施設

住宅施設

(千㎡)

30年前60年前 20年前

築30年以上 77.1%

50年前

新耐震基準（昭和56年6月以後）旧耐震基準（昭和56年6月以前）

大分類 小分類 施設数 棟数

庁舎 1施設 1棟 2,873.71  ㎡ (8.4%)

消防詰所 8施設 8棟 511.20  ㎡ (1.5%)

町民文化系施設 公民館・会館 8施設 8棟 4,277.20  ㎡ (12.5%)

社会教育系施設 資料館 1施設 1棟 259.86  ㎡ (0.8%)

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 総合グラウンド 1施設 1棟 56.00  ㎡ (0.2%)

産業系施設 休憩所 3施設 4棟 209.12  ㎡ (0.6%)

小学校 2施設 11棟 13,109.00  ㎡ (38.4%)

中学校 1施設 8棟 7,512.00  ㎡ (22.0%)

学校給食センター 1施設 1棟 413.50  ㎡ (1.2%)

こども園 1施設 2棟 1,798.00  ㎡ (5.3%)

子育て支援センター 1施設 1棟 803.00  ㎡ (2.4%)

保健・福祉施設 保健福祉センター 1施設 1棟 1,992.86  ㎡ (5.8%)

住宅施設 町営住宅 1施設 1棟 324.60  ㎡ (1.0%)

合　計 30施設 48棟 34,140.05  ㎡ (100.0%)

延床面積　（構成比率）

行政系施設

学校教育系施設

子育て支援施設
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推計値実績値（人）

●建築物系公共施設の施設類型別延床面積の構成比率 0
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建築物系公共施設実績投資額 インフラ施設実績投資額 建築物系公共施設

道路(町道・農道)、トンネル 橋りょう 上水道（管路）

下水道（管路）

(百万円)

約 329.1 億円 （約 9.7 億円/年）

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000 5,500 6,000

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

町税 使用料及び手数料 繰入金 繰越金 諸収入等 地方交付税

交付金等

国庫

支出金

県支出金 町債

（百万円）

自主財源 依存財源

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

人件費 扶助費 公債費 物件費 維持

補修費

補助費等 積立金、投資及び出資金、

貸付金、繰出金

普通建設

事業費

災害復旧

事業費

（百万円）

義務的経費 その他経常的経費等 投資的経費

9.9%

12.5%
0.8%

0.2%7.6%

61.6%

5.8%

1.0% 0.6%
行政系施設

町民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・レクリエー

ション系施設

子育て支援施設

学校教育系施設

保健・福祉施設

住宅施設

産業系施設

30 施設

延床面積

34,140 ㎡

長寿命化対策等による更新等費用の削減効果
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建築物系公共施設実績投資額 インフラ施設実績投資額 建築物系公共施設更新等費用

道路（町道・農道）：舗装更新等費用 道路（町道・農道）：構造物更新等費用 橋りょう更新等費用

トンネル更新等費用 上水道（事業）更新等費用 下水道（事業）更新等費用

公園更新等費用
(百万円)

長寿命化対策した場合の更新等費用年平均

約 300.3 億円（ 約 8.8 億円/年）

（上水道事業の設備等費用を考慮した）

単純更新した場合の更新等費用年平均（約11.1億円）

約 2.3 億円の削減効果

1. 計画策定の背景と目的

2. 公共施設等の現況及び将来の見通し



公共施設等を取り巻く様々な問題の中で、今後はそれらの対策に取り組み、次世代により良い公共施
設等を引き継いでいく必要があります。そのための公共施設等の機能やあり方について検討、検証し、
想像していくことが公共施設等マネジメントです。建築物系公共施設及びインフラ施設とのバランスの
とれた維持管理・運営を図りつつ、総合的な見地から公共施設等のあり方を検討し、町民と協働のもと、
取り組むことが重要となります。また、今後の維持管理・更新等費用の見込みによる建築物系公共施設
の総量負担の検証により、計画期間（34年間）における縮減目標は、下記とします。

・「次世代のために持続可能な公共サービスを提供する」
・建物系公共施設の維持管理・更新費用に対して約２２％を縮減目標とします。

公共施設等マネジメントの基本コンセプト及び縮減目標

公共施設等の管理に関する基本的な考え方

○点検・診断等の実施方針
点検・診断や劣化状況調査の結果、危険性が認められた施設については、公共施設等の利用状況や優先度を見据え、修

繕・改修・更新・解体等を検討し、安全性の確保を図ります。法定点検（建築物や設備についての法令により定められて
いる点検）と自主点検（施設管理者が自主的に行う点検）を組み合わせて実施することにより、建築物や設備の機能維持
を図ります。また、点検や診断等の履歴や記録をデータ集積・蓄積し、計画的な保全に活用していきます。

○維持管理・更新等実施方針
修繕・更新等周期及び前述の点検・診断結果を考慮し、適切な時期に予防保全を推進する上で重要となる屋根・屋上、

外壁、設備等の修繕を実施することにより、建築物の耐久性の向上や機能の維持に努めます。公共施設等の更新にあたっ
ては、人口動向や町民の利用ニーズ、他施設の立地状況等を考慮し、適正な規模を検討するとともに、施設の再編等を検
討し、効率的かつ適切な施設配置を目指します。また、バリアフリーや省エネルギー、環境配慮、ライフサイクルコスト
の縮減を図るとともに、更新が必要な施設については、その必要性等を十分に見極めた中で検討していきます。

○長寿命化の実施方針
公共施設等の長寿命化を図ることで、ライフサイクルコストを縮減するとともに、中長期的な視点から将来の修繕・改
修等工事の計画的な分散により、費用負担の平準化を図ります。特に、これから大規模改修の時期を迎える公共施設等は、
長寿命化や機能向上を併せて実施することで、安全性の確保、長期的な維持管理コストの縮減、機能及び利便性の向上を
図ります。

○ユニバーサルデザイン化の推進方針
公共施設等の長寿命化改修又は更新（建替え）の際には、障がい者や高齢者、外国人等の誰にでもやさしく利用しやす

いユニバーサルデザインに配慮した利便性の向上による機能の充実を促進します。

○統合や廃止の推進方針
建築物系公共施設では、今後の人口動向や財政状況等の様々な観点により、公共施設等の最適化を検討していきます。

再編・再配置を計画する場合は、新規整備だけではなく、機能転換や集約化、複合化等による既存施設の有効活用等を図
ることも含め、町民へのサービス水準を維持しつつ、今後の活用の方向性について、町民協働のもと、検討していきます。

○総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針
「全体最適化」の視点で、公共施設等の維持管理・運営を組織横断的な連携による幅広い観点から検討するため、行政

内部において、総合管理計画等に関する庁内検討委員会を設置し、全庁的な推進体制をもって認識の共有を図り、施設の
有効活用や全体最適化を効果的に推進していきます。

本計画を着実に進めていくため、次図に示すようなスパイラル
アップのPDCAサイクルによるフォローアップの実施が望まれます。
本計画の見直しは５年毎に行いますが、社会情勢の変化や個別計

画を通じて、適宜、計画の更新・見直しを実施します。

施設類型ごとの管理の基本方針 施設類型ごとに、現状（施設の配置、施設機能や老朽化状況等）、

サービス（利用状況、利便性等）、コスト（維持管理、施設運営にかかる費用等）の３つの視点から施
設の現状と課題、また、今後の方針について整理しています。

3. 公共施設等マネジメントの基本方針及び縮減目標

議会や町民との情報共有

議会や町民への十分な情報提供及び意見交換を行いながら進めていきます。
取組みに関する情報及び計画は、広報誌やホームページ等で適宜公開してい
きます。

施設類型 今後の方針（抜粋）

行政系施設 ・役場庁舎は、町民に様々なサービスを提供している地域拠点の象徴であり、災害時にも防災拠
点として対策本部が設置される等、多くの機能が集中した重要な施設です。今後は、バリアフ
リーへの配慮、防災機能の改善、他施設との複合化・多機能化を検討していきます。

町民文化系施設 ・境コミュニティセンターは、長寿命化計画に基づき、効率的な管理運営と維持保全により目標
使用年数までの使用を目指し、井ノ口公民館は、予防保全による長寿命化並びにライフサイクル
コストの縮減を図ります。
・宮上会館、遠藤原会館は、将来的に地区自治会へ譲渡する見込みです。
・中村下会館は、廃止・解体の方針です。
・農村環境改善センターは、今後検討体制の見直しを図り、新たな検討体制のもと、ワーク
ショップ形式等により町民や関係者との議論を重ね、必要な機能等を決定していくこととし、既
存の場所で町のランドマークといえる施設に建替えを目指し、検討を開始します。

社会教育系施設 ・郷土資料館は、長寿命化計画に基づき、予防保全による長寿命化並びにライフサイクルコスト
の縮減を図ります。また、他施設への展示機能拡張についても検討していきます。

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ
系施設

・総合グラウンドは、既存の建築物を長期にわたり利用できるよう、効率的な管理運営及び計画
的な維持保全を図ります。また、維持管理費用の財源確保として、定期的に適正な利用料金の見
直し、今後の町民ニーズや利用を見据えた施設のあり方について検討していきます。

産業系施設 ・全ての産業系施設は、長寿命化計画に基づき、効率的な管理運営と維持保全により目標使用年
数までの使用を目指し、ライフサイクルコストの縮減を図ります。また、今後も継続して良好な
環境整備を行っていきます。

学校教育系施設 ・小中学校は、地域拠点施設として地域の結びつきの象徴であり、災害時の緊急避難場所・避難
所として指定されている重要な施設です。今後は、予防保全型による計画的な修繕や改修により
維持管理費を削減しつつ、ライフサイクルコストの縮減を図ります。また、児童・生徒数を注視
し、学校教育のあり方や余剰教室数、学校施設の適正規模、施設の劣化状況及びそれに伴う財政
負担などを総合的に勘案しながら、学校施設のあり方について、適切な時期に検討していきます 。
・学校給食センターは、耐震診断結果に対応した補強工事とともに、長寿命化を基本とした計画
的な施設整備を予定しており、学校施設の検討と併せて、給食のあり方等も検討していきます。

子育て支援施設 ・なかいこども園（幼稚園舎）及び子育て支援センターは、長寿命化計画に基づき、優先度を踏
まえた適切な時期に、長寿命化改修工事を検討、実施していきます。
・なかいこども園（保育園舎）は、長寿命化計画に基づき、効率的な管理運営と維持保全により
目標使用年数までの使用を目指し、ライフサイクルコストの縮減を図ります。

保健・福祉施設 ・保健福祉センターは、長寿命化計画に基づき、効率的な管理運営と維持保全により目標使用年
数までの使用を目指し、ライフサイクルコストの縮減を図ります。

住宅施設 ・既存の町営住宅は、長期にわたり利用できるよう、効率的な管理運営及び維持保全に努めます。
また、建築物の構造上、高齢者には不便な部分もあるため、民間借り上げ等の公営住宅確保も検
討していきます。

○安全確保の実施方針
公共施設等の安全性について評価し、危険性が認められた施設については、評価の内容に沿って速やかに安全確保の対

策を検討します。危険性が認められ、今後利用の見込みのない施設については、総合的な判断により解体や撤去等を検
討・実施する等、安全性の確保を図ります。

○耐震化の実施方針
「中井町耐震改修促進計画（平成29年３月改定）」に基づき、計画的に耐震化による安全性の向上を促進していきます。

○脱炭素化の推進方針
公共施設等の省エネルギー化に向けて、太陽光発電の導入、省エネルギーを可能とする素材・設備の導入による改修、

ＬＥＤ照明の導入等、国の基準に適合させた取組みとして、事業債の活用も併せて、導入の検討をしていきます。

データベース
（公共施設DB）

定期的な更新

（計画）
（改善）

（検証）

（実施）

●フォローアップの実施方針イメージ

4. マネジメントの推進方針（フォローアップ）
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施設類型 今後の方針（抜粋）

道路
・計画的な維持管理を実施するため、舗装維持管理計画に基づき、計画的に修繕を実施していきます。
また、道路に関する台帳や点検結果、修繕履歴等のデータを蓄積し検証することにより、道路舗装の健
全性評価や劣化予測式を見直し、中長期的な維持管理かつ効率的な維持管理を図ります。

橋りょう ・長寿命化修繕計画に基づき、予防保全型の維持管理を着実に行うことで長寿命化を図るとともに、
トータルコストの縮減及び予算の平準化を図ります。また、「道路施設維持管理共同システム」を活用
し、点検結果や修繕履歴等のデータを蓄積し検証することにより、中長期的な維持管理かつ効率的な維
持管理を図ります。

トンネル

上水道

・管路等施設については、耐震診断に基づき耐震化を進めていきます。管路の健全性の維持向上のため、
管路更新と併せた耐震化とともに有収率の維持向上を図るとともに重要度・優先度を設定に応じた、計
画的な改修・更新を行っていきます。また、水道事業経営戦略や水道事業ビジョンに基づき、適切な料
金体系のあり方を検討しつつ、健全な財政収支並びに水道事業経営に努めていきます。

下水道

・管路等施設については、予防保全型の維持管理へ移行を図るとともに、維持管理情報の一元管理を活
用した修繕・更新計画に準じて、老朽化対策を図ります。また、下水道事業経営戦略や下水道事業ビ
ジョンに基づき、下水道事業経営の適正化、管路等施設のライフサイクルコスト及び維持管理費の縮減、
平準化に努めていきます。

公園
・日常・安全点検により劣化状況を把握し、公園施設長寿命化計画に基づき、予防保全型管理を行う公
園施設については、長寿命化対策等の実施によりライフサイクルコストの縮減及び平準化に努めます。

 建築物系公共施設

 インフラ施設


